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論 文 内 容 の 要 旨 
 都市の活性化をキーワードとして、都市施策の枠組の中で多くの社会実験が行われてきた。時代の流れとし
て、「都市づくり」に多様な人々の参画が求められていることから、社会実験などのニーズ調査はきわめて重要
である。しかしながら、それらの課題も山積みになっていることは明かである。本論文では、都市施策の立案・
評価に企業マーケティングの概念を取り入れて、施策に対する個人の行動、すなわち回遊行動を観測すること
の意義を論じ、そのための方法論を提示することである。 
 都市活性化の具体化について、マーケティング的視点の有用性と回遊行動調査の必要性を論じている。大規
模施設内におけるヒトの動きを対象とする回遊行動調査の方法について、移動体通信機器を用いた回遊行動調
査の枠組みを示した。本論文では、1）各時点でのヒトの所在位置を複数の基地局と基準点での受信電界強度ベ
クトルから特定する手法、2）ヒト所在位置の時間的変化から移動滞在を判別する方法、の2点を検討し、その
結果から、3）複数店舗への立ち寄り行動などを観測する手法、を導く方法論を提案する。 
 本論文は、序論と結論を含めて7章で構成した。 
 ２章では、「都市マーケティング」が「企業マーケティング」ではないことを都市と企業を対比しながら論じ
た。つまり、都市施策の社会実験としての回遊性評価や回遊行動調査の結果を都市行政にフィードバックさせ
る方法論として、「都市マーケティング」を用いた。 
 ３章では、位置特定デバイスを用いた交通行動調査の事例報告をまとめ、位置特定デバイスを含めた調査手
法の利点と課題を整理した。実証実験として、地下商業施設でのヒト回遊行動把握のために、広域・狭域調査
の融合可能性を示し、ゾーンレベル（20ｍ×10ｍ）でのヒトの移動を把握した。 
 ４章では、既存の位置特定手法の問題意識と課題を整理し、地下商業施設などの電界強度の不安定なエリア
での位置特定手法を提案した。提案手法は、基準点の受信電界強度ベクトルと移動体の受信電界強度ベクトル
の近接性を重みとする。実証実験として、空間的違い（都市商業施設と郊外緑地公園）による位置特定手法の
位置精度比較を行った。 
 ５章では、高精度な位置特定結果からヒトの移動速度と電界強度分散値から、移動滞在判別閾値の設定方法
を提案したその移動滞在判別分析の改良結果から、誤判別率を抑えた精度の高い移動滞在判別分析を行った。 
 ６章では、回遊性を評価するための回遊場所やその滞在時間を求め、モニターの移動時平均速度・立止まり
回数を推測する分析手法を提案した。分析結果は、回遊性を評価するための基礎データであり、モニターのア
ンケートデータ、高精度な位置データ、GISデータを組み合わせる手法の可能性と有効性を示した。 
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 都心に人々を呼び戻し活性化することは、今後の自治体政策において極めて重要である。そのために有効な
施策を明らかにすることを目的として、社会的な効果を観測する「社会実験」が近年活発に実施されているも
のの、効果観測の方法論が未確立の状況にある。 
 本論文では、「社会実験」などにおける効果観測のひとつとして、人の回遊行動、すなわち都心地区などにお
ける個人の移動・活動状況に着目して、その観測・評価のための枠組みと、観測データの分析手法を提案して
いる。 
 観測・評価のための枠組みについては、施策試行による関心・需要の喚起と、市民反応の定量的把握、そし
て施策の改良方策の検討にいたる循環的プロセスをその根幹とする「都市マーケティング」を提示している。
これは、概念的には「商業マーケティング」の援用であるが、本論文では特に、自治体などの公的な主体が広
く一般市民を対象として実施することの有用性とその特徴を論じている。 
 後者のデータ分析手法については、「都市マーケティング」の循環的プロセスの具体化においてこれまで課題
とされてきた一般市民の回遊行動観測・分析を対象として、移動体通信機器を観測装置として得られたデータ
の分析手法を検討している。ここでは、まず、空間解像度10ｍ程度、時間解像度１分程度を目標とした回遊行
動の詳細把握と、都心地区のように比較的に広い対象エリアへの適用とを両立させるための調査技法の枠組み
を示している。そして、行動の詳細把握を可能とするためのデータ分析手法を、各時点の人の所在位置を複数
基準点の受信電界強度ベクトルを参照して特定する方法、所在位置の時間的変化から人の移動・滞在を判別す
る方法の順に検討し、立地施設情報と統合することにより複数店舗間の立ち回り行動などを推測する方法へと
総合化している。これらの方法の検討にあたっては、地下商業施設内での実験データを用いており、各方法の
妥当性を検証するのみならず、実用にあたって必要となるパラメータ値などに関して有用な知見を得ている。 
 以上のように、本論文は、実験データに基づく各種手法の構築と精緻な分析によって、都市域における回遊
行動の調査・分析の実践、さらには都市活性化施策の立案・評価手法の確立を推し進めるための実用的な提案
を行っている。これらの成果は、自治体による都市運営の改善に貢献することが期待されるとともに、都市計
画および交通計画分野の発展に寄与するところが大きい。よって、本論文の著者は、博士（工学）の学位を受
ける資格を有するものと認める。 
